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経営発展支援事業 要件確認シート 

 確 認 項 目 

① 独立・自営就農時の年齢が、原則 49 歳以下であること。 

② 事業実施年度の前々年以降に経営を開始し、独立・自営就農をする者である

こと。 

ア.農地の所有権又は利用権を有していること。 

イ.主要な農業機械・施設を所有し、又は借りていること。 

ウ.生産物や生産資材等を申請者名義で出荷・取引していること。 

エ.農産物等の売上げや経費の支出などの経営収支を申請者名義の通帳及

び帳簿で管理していること。 

オ.農業経営に関する主宰権を有していること。 

③ 青年等就農計画の認定を受けること。 

④ 経営発展支援事業計画等が農業経営を開始して 5 年後までに農業で生計が

成り立つ計画であること。計画の達成が実現可能であると見込まれること。 

⑤ 経営の全部又は一部を継承する場合は、継承する農場経営に従事してから 5

年以内に継承して農業経営を開始し、かつ、継承する農業経営の現状の所

得、売上若しくは付加価値を 10％以上増加させ、又は生産コストを 10％以上

減少させる計画であること。 

⑥ 地域計画のうち目標地図に位置付けられている、若しくは位置付けられること

が確実と見込まれること。 

⑦ 本事業、雇用就農資金、雇用就農緊急支援資金、令和 4 年度補正初期投資

促進事業、初期投資促進事業等、又は経営継承・発展支援事業による補助金

の交付を現に受けておらず、かつ過去に受けていないこと。 

⑧ 機械・施設の取得費用等に係る自己負担分について、金融機関から融資を受

けていること。 

⑨ 【豚、いのしし、鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、エミュー、ほろほろ鳥及び七

面鳥を飼養する場合】 

 都道府県による飼養衛生管理基準遵守状況等について確認が行われてい

ること。 

⑩ 就農する地域における将来の農業の担い手として、地域のコミュニティへの積

極的な参加に努め、地域の農業の維持・発展に向けた活動に協力する意思が

あること。 

⑪ 環境と調和の取れた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の

促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）に基づく環境負荷低減に取り組

む意思があること 


